
◎基本情報

○ 対象 ● 対象外

● 経常経費 ○ 臨時的経費 ○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理費

○ 直営　 ○ 一部委託 ● 全部委託　 ○ 補助・助成　 ○ その他

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外

指標2の評価、未達理由、今後の
考え方

今年度の見直し
内容

なし

来年度以降の方
向性

第７次国土調査事業十箇年計画に移行し、新たに着手した「屯田・西茨戸」地区の事業を計画的に進めるため、着実に事業を実施していく。

↓

アウトカム
成果指標2

という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

指標1の評価、未達理由、今後の
考え方

アウトプット
活動指標2

という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

313ha 321ha 321ha 327ha 330ha

↓

アウトカム
成果指標1

事業実施面積（累計） という状態にしたい、成果を挙げたい

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定 令和9年度予定

令和9年度予定

3件 3件 3件 3件 2件

人工

指標

アウトプット
活動指標1

事業実施地区件数 という活動、業務を行うことで

令和5年度実績 令和6年度予定 令和6年度実績 令和7年度予定 令和8年度予定

3.3 人工

令和7年度予算額 36,900 千円 うち特定財源 17,925 千円 正規職員業務量 3.3

正規職員業務量 3.3 人工

令和6年度決算額 29,588 千円 うち特定財源 12,683 千円 正規職員業務量

千円 正規職員業務量 2.8 人工

令和6年度予算額 40,089 千円 うち特定財源 21,088 千円

どのような状態にしたい
（状態を維持したい）

この事業の対象範囲は、国有林等を除き市内全域に及ぶため、今後も計画的に事業を継続する必要がある。

他都市の状況

国が推進する事業であり、全国の自治体で実施されている。

市民参加の実施

令和5年度決算額 37,398 千円 うち特定財源 8,593

施策名 －

アクションプラン

事業の性質

事
業
内
容

事業の背景（現在の状況、社会
的課題）

地籍調査は、国土調査法に基づいて全国の自治体が取り組んでいるが、当初は外注できない作業が多く職員の負担が大き
かった。その後、規程類の改訂に伴って大部分の作業が委託できるようになり、札幌市では平成１２年度から事業に着手した。

事業内容
（何を実施し）

この事業は、国土調査法に基づき、土地の地籍を明確にすることを目的とするものである。

・国土調査法に基づき、対象地域のすべての土地について、その所有者、地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する
測量を行い、北海道知事の認証、国土交通大臣の承認を経て、法務局に写しを送付して登記に反映するものである。

事業名 地籍調査費

評価担当課 所   属 建）土木部　管理測量課 電話番号 011-211-2562

事業評価調書

年度 令和6年度 会計コード 10 一般会計 事業コード 23484


